（別紙１）
補助事業計画書
＜応募者の概要＞
	（フリガナ）
名称（商号または屋号）
	


	代表者職・氏名
	

	住所
	（〒　　－　　　）


	電話番号
	

	自社ホームページのＵＲＬ
（ホームページが無い場合は「なし」と記載）
	


	主たる業種
	【以下のいずれか一つを選択し下欄に具体的な業種及び主な取扱品目等を記載すること】
1 （　　　）製造業、建設業、運輸業、その他の業種（②～④を除く）
2 （　　　）卸売業
3 （　　　）サービス業
4 （　　　）小売業

	業種及び主な取扱品目・サービスの内容
（具体的な業務内容がわかるように記載）
	(業種)
 
(主な取扱品目・サービスの内容)
 


	常時使用する
従業員数
	人
	＊常時使用する従業員がいなければ、「０人」と記入すること。

	資本金額
（会社以外は記載不要）
	万　　　円
	設立年月日※1
	年　　月　　日

	直近１期（１年間）
の売上高（円）※2
	円
決算期間１年未満の場合：　か月
	直近１期（１年間）の
売上総利益（円）※3
	円
決算期間１年未満の場合：　か月

	消費税の適用
（該当するものに○）
	課税事業者　／　免税事業者　／　簡易課税事業者　　　　　　

	連絡担当者
	（フリガナ）
氏名
	

	役職
	

	
	電話番号
	
	携帯電話番号
	

	
	FAX番号
	
	E-mailアドレス
	

	
支援機関
※4
	支援機関名
	
	担当者名
	

	
	電話番号
	
	携帯電話番号
(なければ空欄にしておく)
	

	
	FAX番号
	
	E-mailアドレス
	


＜確認事項＞
	＜法人のみが対象＞

	
	みなし大企業の該当の有無
（「発行済株式の２分の１以上が同一の大規模法人に所有されている」または「発行済株式の３分の２以上が複数の大規模法人に所有されている」場合は該当する）
	□該当する
（該当する場合は応募できない）
	□該当しない


	＜全ての事業者が対象＞
過去３年のうち課税所得額は15億円超の年がある。
（課税所得が15億円超の年がある場合は、過去３年分の課税所得額を記載すること。）※

※確定している（申告済みの）直近過去３年分の「各年」又は「各事業年度」
の課税所得の年平均額が15億円を超えている場合、応募できない。
確認のため、必要がある場合には、納税証明書等の提出を求めることがあ
る。
	□該当する
（過去3年間の課税所得額を記載すること）
	□該当しない
（いずれも15億円以下）

	
	（前年）　　　億円
	

	
	（2年前）　　　億円
	

	
	（3年前）　　　億円
	

	＜全ての事業者が対象＞
「パートナーシップ構築宣言」をしているか否か、いずれかを選択。※
※パートナーシップ構築宣言とは、事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業の共存共栄を目指し、「発注者」側の立場から「代表権のある者の名前」で宣言するもの。
	□宣言をしている



	□宣言をしていない




	＜全ての事業者が対象＞
「事業継続力強化計画」の認定事業者か否か、いずれかを　　選択。※
※事業継続力強化計画とは、中小企業強靱化法において、防災・減災に取り組む中小企業がその取組内容をとりまとめた計画で、国（経済産業大臣）が認定するもの。（申請時に、実施期間内のものに限る。）
	□認定されている




	□認定されていない







【注意事項】
※１　「設立年月日」は、創業後に組織変更（例：個人事業者から株式会社化、有限会社から株式会社化）された場合は、現在
の組織体の設立年月日（例：個人事業者から株式会社化した場合は、株式会社としての設立年月日）を記載すること。
※２　「直近１期（１年間）の売上高」は、以下の記載金額を転記すること。
　　　　・法人の場合：　「損益計算書」の「売上高」（決算額）欄の金額
　　　　・個人事業者の場合：　「所得税および復興特別所得税」の「確定申告書」第一表の「収入金額等」の「事業収入」欄、
または「収支内訳書・１面」の「収入金額」の「①売上（収入）金額」欄、
もしくは「所得税・青色申告決算書」の「損益計算書」の「①売上（収入）金額」欄の金額
※３　「直近１期（１年間）の売上総利益」は、以下の記載金額を転記すること。
　　　　・法人の場合：「損益計算書」の「売上総利益」（決算額）欄の金額
　　　　・個人事業者の場合：「収支内訳書・１面」の「⑩差引金額」欄または「所得税・青色申告決算書」の「損益計算書」の「⑦差引金額」欄の金額
　　　＜注（※２、※３共通）＞
・設立から間がなく、一度も決算期を迎えていない場合は、「売上高」・「売上総利益」欄は、設立から申請日までの
実績額を記載すること。また、「決算期間（月数）」欄は、設立から申請日までの期間を記入すること。
（例えば、個人から法人成りした後、１年に満たない場合も、法人としての決算期間で記載すること。）
※４　　補助金事務局からの書類の送付や必要書類の提出依頼等の電話・メール連絡は、原則として、「支援機関の担当者」宛てに行うため、必ず、商工団体等の支援機関を通じて申請を行うこと。また、「連絡担当者」については、補助金の申請内容や実績報告時の提出書類の内容について、責任をもって説明できる者を記載すること。電話番号または携帯電話番号及びE-mailアドレスは必ず記入し、FAX番号も極力記入すること。

＜補助対象事業の概要＞
	事業計画名
	


	事業計画の概要
	



	設備の導入等を行う物件
	事業所名
	


	
	所在地
	


	事業期間

	着手（発注）予定時期
	令和 　　年　 　月　 　日

	
	完了（支払）予定時期
	令和 　　年　 　月　 　日
※完了(支払)予定時期に間に合わない場合、「補助事業遅延等報告書」の　提出が必要となるため、余裕を持った時期とすること。

	行おうとする事業の具体的な内容
	補助事業の内容（導入しようとする設備等）について、下記の項目に従って具体的に記載すること。

	
	１．自社の課題・解決の方向性







２．補助事業の内容













３．実施スケジュール







	期待される効果

	補助事業の実施によって得られる生産性向上や収益力改善等の効果（生産量や売上高の増加見込等）、従業員の賃金への波及効果を、定量的な表現（数値等）を用いて具体的に記載すること。
必要に応じて図表や写真等を用いても良い。

	
	























	他の補助金の活用の有無
（該当する方にチェック）
	· 有り（補助金の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　
· 無し


※その他附属書類（申請にあたって必要な書類）
（１）設備の導入等を行う物件の図面（全体配置図、導入設備据付図等）
（２）設備の導入等を行う物件の現況写真
（３）見積書の写し（１件あたり１０万円（税抜）超を要するものについては、２社以上）
（４）導入設備等の設計書及び仕様書、カタログ等
（５）賃上げ計画書の根拠資料
　　　・損益計算書のうち「販売費及び一般管理費」の詳細項目　直近１期分
　　　・賃金台帳　直近決算期の最終月分
（６）県税（特別法人事業税及び地方法人特別税を含む）すべてに未納がないことの証明書
（７）振込先の通帳の表紙と表紙裏の見開きの写し（※カタカナでの名義・口座番号等が記載されている部分の写し）
（８）決算書　
【法人の場合】
・貸借対照表及び損益計算書（直近１期分）
【個人事業主の場合】
・税務署収受日付印のある直近の確定申告書〔（第一表、第二表）、収支内訳書（１・２面）または
所得税青色申告決算書（１～４面）〕または開業届
（９）（※該当事業者のみ）「パートナーシップ構築宣言」の宣言、「事業継続力強化計画」の認定がわかるもの
（認定証やホームページの写しなど）
